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１．自治体の基本情報

基本情報

地域連携・地域移行における市区町村の現状・課題

本市には、全校で1,946部（令和５年５月時点）の運動部が存在し、文化部も含めた全ての部活動の地域移行の実現にあたっては、その担い手をはじめとした

多くの課題が存在する。現在は、実証研究という位置づけで、企業に休日の運動部の活動を委託する形により、実施にあたっての効果や課題の洗い出しを行っている。

令和５年度は、令和３年度に実証を開始した３校６部活動と、令和５年度に横浜市内全中学校へ募集調査を行い決定した、７校７部活動を実践研究の実

施校とした。

休日の部活動を地域クラブ活動として実施し、活動場所は原則、実施校での実施とした。当該事業に係る費用負担については、令和５年度は実証研究として実

施しているため、受益者負担を求めていない。本事業終了後に適切な費用負担について検討を行うこととしている。

◆取組に関する課題

・休日の部活動を委託することによる教職員の負担軽減への効果の把握

・原則として実施校での活動を予定している中での学校にある物品や保健室等の利用基準

・学校教職員が指導に関わらないことによる、安全管理上の課題

・受託者の指導者による大会等への引率

・平日の学校部活動との連続性

・今後、事業の実施に係る費用負担の在り方 等

人口
※令和５年10月１日時点

3,771,766人 部活動数
※令和５年度「(公財)日本中学校体育連盟加盟都道府県
実態調査」の調査時点

3,125部活
※運動部、文化部を含む全

て

公立中学校数 146校 市区町村の協議会・検討会議等の設置状況 設置済

公立中学校生徒数
※令和５年５月１日時点

76,383人 市区町村の推進計画・ガイドライン等の策定状況 策定予定
※時期未定
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２．実証内容と成果

運営体制・役割

年間の事業スケジュール

【実践研究】

・４月 継続３校６部活動契約、実践研究実施

・６月 公募型指名競争入札の実施（新規９校９部活動※）

※運動部活動は７校７部活動

受託業者を決定・契約

・７月 学校、受託業者、市教委との３者打合せ

・８月～実践研究開始（随時）

・２月 アンケート調査の実施（対象：学校長、顧問、生徒、保護者）

▼運営体制図（市区町村における推進体制図） ▼行政組織内での役割分担

⚫ 教育委員会（教育委員会事務局 小中学校企画課）

中学校、受託者等関係者との連絡調整、効果検証等、地域移行の

体制づくりを含めた持続可能な部活動の実現に向けた検討、首長部

局との連携等

⚫ 首長部局（にぎわいスポーツ文化局 スポーツ振興課）

中学校、受託者等関係者との連絡調整、効果検証等、地域移行の

体制づくりを含めた持続可能な部活動の実現に向けた検討、教育委

員会との連携等

※イメージ図

【協議体】

・10月 部活動の地域移行に関するプロジェクトチーム第１回開催

・１月 部活動の地域移行に関するプロジェクトチーム第２回開催

◇構成員

横浜吹奏楽連盟、横浜バスケットボール協会 、横浜市卓球協会、地域移行

実践校代表、一般社団法人横浜サッカー協会、公益財団法人横浜市スポー

ツ協会、横浜市PTA連絡協議会、横浜市中学校体育連盟、横浜市立中学

校長会、教育委員会事務局（教育次長、総務部、教職員人事部、学校教

育企画部）、にぎわいスポーツ文化局（文化振興課、スポーツ振興課）

計15名
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績（教育委員会）

拠点校数 10校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 バドミントン、女子硬式テニス、サッカー、女子バレーボール、男子バスケットボール、野球、男
子ソフトテニス、陸上競技部、卓球部、剣道部、水泳競技部、女子ソフトテニス部

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

13部活

拠点校名 鴨志田中学校

地域クラブ活動に移行
した部活動数

４部活

地域クラブ活動で実施
した種目

サッカー部、バドミントン部、女子バレー部、
男子バスケットボール部

運営主体名 リーフラス株式会社

運営類型 地域スポーツ団体等運営型
（民間スポーツ事業者運営型）

１か月あたりの平均的な
活動回数

月２～４回程度

指導者の主な属性 運営主体の派遣する指導者

活動場所 原則として実施校において活動

主な移動手段 徒歩

１人あたりの参加会費等
（年額）

なし

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例
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２．実証内容と成果

地域スポーツクラブ活動の運営実績

拠点校数 ２校 地域クラブ活動に取り組んだ種目 サッカー、ソフトテニス、バレーボール

地域クラブ活動に取り
組んだ部活動数

３部活

拠点校名 下瀬谷中学校、港南中学校

地域クラブ活動に
取り組んだ部活動数

３部活

地域クラブ活動で実施
した種目

サッカー、ソフトテニス、バレーボール

運営主体名 受託者：
横浜市総合型地域スポーツクラブ連絡協議会
※指導者派遣クラブは右図のとおり

運営類型 総合型地域スポーツクラブ運営型

１か月あたりの平均的な
活動回数

サッカー：月１回程度
ソフトテニス：月４回程度
バレーボール：月１回程度

指導者の主な属性 日本サッカー協会公認B級コーチ
日本スポーツ協会公認バレーボールコーチ3

活動場所 各学校の部活動場所

主な移動手段 徒歩

１人あたりの参加会費等
（年額）

無し

１人あたりの保険料 スポーツ安全保険
生徒１人あたり：800円/年
指導者１人あたり：1,850円/年

▼活動概要 ▼運営体制図（地域クラブ活動を実施する際の運営体制図）

主な取組例
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ア．関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

・地域移行の実践事業については、業務委託により整備

・地域移行を見据えた持続可能な部活動の実現に向けて半期に1回開催予定（年２回）。取組事項

・学校と委託先との連絡体制について、特に令和５年度より実証研究を開始した学校において課題が多く見つかった。

屋内の種目では体育館割などによって部活動の予定が決まるため、委託先の指導者への部活動の予定連絡が遅れてしまったり、

日程調整などに手間がかかることで、負担を感じる顧問も一部いたことが分かった。
取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・特に令和５年度から開始した事業者については、進捗の共有や実績の報告を密にすることを依頼し、その都度連絡を取って確認

をしながら実施を行うことができた。

特に
工夫した
事項

・学校と委託先との連絡体制について、それぞれに負担のかからないよう、前月のいつまでに連絡を入れる」といったように、各学校に

合わせてルールを定める等、工夫をするよう呼び掛ける。今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：イ：指導者の質の保証・量の確保

・地域移行の実践事業については、業務委託により整備

・競技団体・文化芸術団体・大学等の人材を確保し、学校とマッチングする仕組みの構築

（※部活動指導員の拡充と運用の徹底、休日部活動の地域移行の実践研究（民間委託）にも引き続き取り組む。）
取組事項

・生徒へのアンケートの結果、「顧問教師とは違う練習方法を提案してくれた」、「大会でのメンタルケアや俯瞰した意見を教えてくれた」等、指

導に満足した生徒が多くいた。一方で、顧問の指導方法との違いや平日と休日の練習内容の連携について戸惑いを感じた生徒も一部いた。

・顧問について、休養日の確保（身体的・精神的負担軽減）と時間外在校等時間の減がみられた。しかし、受託者が練習試合や大会の指

導・引率が実施できないため、顧問の負担軽減となっていないケースがあった。

取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・特に令和５年度から開始した事業者については、進捗の共有や実績の報告を密にすることを依頼し、その都度連絡を取って確認をしながら

実施を行うことができた。

特に
工夫した
事項

・委託者の派遣する指導者が活動日に来れない場合の対応や、指導者の競技経験等の詳細について、仕様の見直しを検討する。

・学校外の活動においても、委託者の派遣する指導者が引率・指導ができるようにする等、顧問のさらなる負担軽減を図る。今後の
課題と
対応方針



8

２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：ウ：関係団体・分野との連携強化

・体育・スポーツ協会、競技団体、大学、企業等との連携に関する取組

・令和４年度に設置した外部委員などによるプロジェクトチームを引き続き活用
取組事項

・プロジェクトチームにおいて、持続可能な部活動の実現に向けて、地域移行の実践研究だけでなく、部活動ガイドラインの遵守等についても、

議論を重ねることができた。
取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・市中体連との定期的な情報共有、連携

・首長部局（にぎわいスポーツ文化局の実施する総合型スポーツクラブの実証）との連携

特に
工夫した
事項

・地域移行を含めた、持続可能な部活動の実現のためには教育委員会だけでなく、学校、市、地域全体で取り組んでいく必要がある。その

中で、どれだけ多くのステークホルダーを巻き込み、一緒に検討し、同じ方向で進んでいけるかが課題だと考えており、今後も、協議体での検

討を重ねる。

今後の
課題と
対応方針
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：カ：参加費用負担の支援等

・受益者負担、参加費用の公費負担の実施にあたっては、まずは経費の調査・検討を行う必要があると考え、実証研究校で受益者負担に

関するアンケートを実施。取組事項

・本市として受益者負担の考え方が整理されていない状況であるが、アンケートを実施することによって、実証研究校にも受益者負担について

考えてもらうきっかけとなった。取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・今後、受益者負担を行い実証研究を実施した場合に、今の指導が（受益者負担に）適するのか、満足したか等、具体的な調査項目を

設けた。
特に

工夫した
事項

今後の
課題と
対応方針

・令和８年度までの改革推進期間において、費用負担の在り方について、各学校の事情にも考慮しながら検討を行っていく。
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２．実証内容と成果

取組内容

▼取組項目名：キ：学校施設の活用等

・地域移行の実践事業については、業務委託により整備

・原則として実施校での活動を予定している中での学校にある物品や保健室等の利用基準

・学校教職員が指導に関わらないことによる、安全管理上の課題

取組事項

・一部の学校では、学校の管理職や職員等が誰もいない、完全に委託者の指導者だけの状態で朝の集合から準備、指導、片付け、施

錠等一連の休日の指導・運営ができており、大きな成果といえる。取組の
成果

ア：関係者との連絡調整・指導助言等の体制や運営団体・実施主体の整備

イ：指導者の質の保証・量の確保

ウ：関係団体・分野との連携強化

エ：面的・広域的な取り組み

オ：内容の充実

カ：参加費用負担の支援等

キ：学校施設の活用等

ク：その他の取組

・鍵の管理について、休日に事業者指導者のみで指導ができる体制づくりとして、キーボックスを正面玄関等に設置（国費申請対象外）す

ることで、顧問教員の休日出勤が必要なく、かつ必要な設備のみの利用となるように工夫した。
特に

工夫した
事項

・学校のセキュリティ上、機械警備がかかっておりキーボックスの設置で解決できないケースがある。

・特に熱中症の懸念の強い夏場において、保健室の入室可否や、涼しい冷暖房の効いた室内の整備など課題がある。

・保健室や職員室など、個人情報を多く有する場において、外部の指導者の入室可否について、学校で理解を醸成し、扱いについて整理する

必要がある。（学校教職員が指導に関わらないことによる、安全管理上の課題）

今後の
課題と
対応方針
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